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Ⅰ はじめに
１．中小企業の協同組合の現状
一般に，中小企業は経営資源が脆弱であり，１
社では規模の大きな事業を行うことは難しいと言
われている。このため，中小企業が集まり，共同
で事業を行うことにより，１社では難しい事業を
実施可能とするための共同事業体が，中小企業の
協同組合である。
しかしながら，近年，共同事業の利用率の低下
や組合員企業数の減少，さらには，解散していく
ところも多くなっている。共同事業の利用率低下
では，過去には組合員企業にとってメリットが
あったが，近年ではそのメリットが低下していっ
た事業がある。このような事業は組合員企業の利
用率が低下する。組合員企業の利用率が低下する
と，組合としても事業推進に熱心に取り組まなく
なり，さらに組合員企業の利用率が低下するとい
う悪循環に陥っていくこととなる。また，組合員

企業のニーズの変化に対応できずに利用率が減少
していった事業もある。組合員企業数の減少では，
組合が事業推進に熱心に取り組んでくれなくなっ
たため，不満に感じた組合員企業が脱退し，組合
員企業数が減少しているケースがある。一方，業
界の競争が激しくなり，その業種の企業の減少に
伴い組合に所属する組合員企業が減少したケース
もある。このようなことが続くと，組合員企業数
の減少に歯止めがかからなくなり，解散に至って
しまう組合も現れることとなる。
このように，中小企業の協同組合の現状はあま
り芳しいものではない。また研究においても，中
小企業の協同組合は芳しい状況になく，中小企業
の協同組合を始めとした中小企業等協同組合や商
工組合など，一般に，中小企業組合（中小企業団
体）と言われている組織に関する研究は少ないの
が現状である。
日本の企業の大部分を占める中小企業は，地域
経済の発展や雇用の促進にとって重要な存在であ
る。さらに，その中小企業の成長や発展のために
は，中小企業の協同組合の存在が重要となってく
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るが，実務や研究の現状は，既述のとおりである。
このため，中小企業の協同組合の事業の促進と今
後の発展に資するため，中小企業の協同組合など
の中小企業組合の研究を行うことが，今後，ます
ます重要になってくると考えられる。

２．中小企業の協同組合の概要
中小企業の協同組合とは，一般に中小企業組合

（中小企業団体）と言われている組合のうち，中
小企業等協同組合法に定められている協同組合
（事業協同組合）のことであり，４人（４社）以
上の中小企業が組合員（組合員企業）として集ま
り，共同で事業を行うことを目的として設立され
た法人である。中小企業組合（中小企業団体）の
大多数を占めている法人であり，設立するには行
政庁の認可が必要である。さらに，設立後も事業
内容を含む定款の変更には行政庁の認可が必要と
なる。
この組合の事業は，大きく２つに分けることが
できる。１つは経済事業であり，共同受注事業や
共同購買事業などのように組合員企業の事業の補
完的役割を担い，組合員企業から手数料を徴収し
て行われるものである。もう１つは非経済事業で
あり，教育情報事業や福利厚生事業などのように
組合員企業の事業以外の部分を補完するものであ
る。このように，組合の事業は組合員企業のため
に行われるのが原則である。
しかしながら，これまで，研究においても，実
務においても，組合や組合員企業をマーケティン
グの視点から考察されることは少ない状況であっ
た。さらに，組合は組合員企業のために事業を行っ
ているが，この事業に関しても，マーケティング
の視点から考察されることが，ほとんどなかった
のが現状である。
このため，中小企業の協同組合が行う事業構造
をマーケティングの視点から分析していく必要性
があると考え，本研究を行うものである。以下，
本稿では，Ⅱにおいて中小企業の協同組合を始め
とした中小企業組合（中小企業団体）に関する先
行研究について述べる。Ⅲでは，中小企業の協同
組合，特に組合が行う共同事業の構造と，その共
同事業における組合と組合員企業の役割を明らか
にするための分析方法について言及する。Ⅳでは，

中小企業の協同組合の主な共同事業である共同受
注事業，共同購買事業，共同生産・加工事業の３
つの共同事業に関する分析と，それらの分析によ
る組合の共同事業に関する考察について論じる。
最後にⅤでは，結論と今後の方向性について述べ
る。

Ⅱ 先行研究
中小企業組合の研究において，中心に位置する
のは，百瀬（１９８３；１９８９；１９９２；２０００；２００３）の
一連の研究である。百瀬の研究は，中小企業組合
の現状と課題だけでなく，その理念や活性化の方
向性，特定の業種別の組合研究，事例研究など多
岐にわたっている。さらに，百瀬は組合組織にお
ける独自のリーダーシップ論の展開や組合事業に
おける組合員企業の利用率低下と組合員企業の
ニーズへの適合についても言及している。
しかしながら，百瀬は組合員企業のニーズにつ
いては言及しているが，顧客視点，マーケティン
グ視点にまでは言及していない。さらに，百瀬は
組合と組合員企業を一体として見る視点から論じ
ており，組合と組合員企業は違う組織体として分
けて見る視点からは論じていない。
中小企業組合に関する他の研究では，大阪府内
の事業協同組合についての現状と問題点について
述べているもの（大阪府立商工経済研究所，１９７５），
中小企業の組合についての解説をしているもの
（渡辺，１９８５；全国中小企業団体中央会，２０２２），
中小企業組合の組織の活性化について述べている
もの（今口，１９８９），中小企業の組織の多様化と
組織化指導について述べているもの（上野，１９９４），
事業協同組合の共同事業が成果をあげられない要
因について述べているもの（関，２０１０），中小企
業組合の IT化について述べているもの（相
馬，２０１３），外国人技能実習生の受け入れにおけ
る事業協同組合の役割（軍司，２０１３）や帰国後の
就業に向けた取り組みと課題（佐藤，２０１４）につ
いて述べているもの，木材ビジネスの飛躍の事例
について述べているもの（遠藤，２０１６）などがあ
る。
さらに，中小企業組合を中心とした研究ではな
いが，中小企業組合などの視点から地域経済と地
場産業の振興について述べているもの（小
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原，１９９５），協同組合の理論や今後の課題につい
て述べているもの（清水，２００７），中小企業の適
正化と協業化について述べているもの（門
川，２００８），中小企業連携組織の動向や事業活動
分野について述べているもの（佐久間，２０１３）な
どがある。
しかしながら，中小企業の協同組合，特に組合
の共同事業について，顧客の視点やマーケティン
グの視点から言及している研究は見当たらないの
が現状である。

Ⅲ 研究方法
中小企業の協同組合が行う共同事業は，その組
合が自らの利益をあげていくことが目的ではなく，
組合員企業に資すること，特に組合員企業が行う
事業に資することが目的である。このように，組
合は組合員企業のために事業を行うことが前提で
あるため，組合の事業を組合から組合員企業へ提
供されるサービスと捉える視点から分析すること
が適切であると考える。さらに，サービス・ドミ
ナント・ロジック（Service-dominant Logic）など
の考え方から，物品の製造や販売であってもサー
ビスとして捉えることが重要であると考えられる。
このため本稿においては，サービス・マーケティ
ングにおける重要な考え方である，サービス・
マーケティング・トライアングルやサービス・ト
ライアングルと呼ばれている考え方（以下，「サー
ビス・トライアングル」という）を用いて分析を
行うこととする。

Ⅳ 中小企業の協同組合の主な共同事業の分析
１．共同受注事業におけるサービス・トライアン
グル
組合による共同受注事業とは，組合が，組合員
企業のために，外部の顧客（外部の組織等）から
物品の納入や役務などの業務を受注し，その業務
を組合員企業へ配分する（組合員企業に任せる）
事業である。そして，組合員企業は組合を経由し
て物品の納入などを行ったり，組合の一員として
役務の提供などを行ったりする。
この共同受注事業をサービス・トライアングル
の視点から分析した結果，この事業では組合員企
業の従業員から顧客へのインタラクティブ・マー
ケティングが重要であり，そのインタラクティブ
・マーケティングの質を向上させるためには，組
合が一部を実施することもある，組合から組合員
企業の従業員へのインターナル・マーケティング
が重要であることを抽出した。分析の内容は，以
下のとおりである。

（１）共同受注事業における通常のサービス・ト
ライアングル
共同受注事業における通常のサービス・トライ
アングルのフレームワークでは，図－１のように，
上に組合，左下に組合員企業，右下に顧客を配置
し，組合から顧客へのアプローチがエクスターナ
ル・マーケティング，組合から組合員企業へのア
プローチがインターナル・マーケティング，組合
員企業から顧客へのアプローチがインタラクティ
ブ・マーケティングとなる。インタラクティブ・
マーケティングが組合員企業から顧客となるのは，

図－１ 共同受注事業における通常のサービス・トライアングル
（出所：筆者作成）
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顧客から直接業務を受注しているのは組合である
が，組合が顧客から受注した業務を実際に行って
いるのは，組合員企業だからである。

（２）共同受注事業における拡張後のサービス・
トライアングル
組合が顧客から受注した業務を実際に行ってい
るのは組合員企業であるが，より詳細に述べると，
組合から組合員企業に配分された（任された）業
務を行っているのは，その業務を配分された（任
された）組合員企業に勤務している従業員である。
このため，下にもう１つのトライアングルを加え，
そのトライアングルの下に組合員企業の従業員を
加えることによって，サービス・トライアングル
のフレームワークを拡張したものが，図－２であ
る。図－２で組合員企業の従業員から顧客へのア
プローチとなるのが，下のトライアングルにおけ
るインタラクティブ・マーケティングである。こ
のインタラクティブ・マーケティングが顧客へ提
供される価値と直結するアプローチであると考え
られるため，このアプローチの質を高めていくこ
とが重要となる。さらに，組合員企業から顧客へ
のアプローチでは，上のトライアングルでのイン
タラクティブ・マーケティングは，下のトライア
ングルでの組合員企業の従業員のインタラクティ
ブ・マーケティングで代行され，下のトライアン
グルでのエクスターナル・マーケティングは組合

が行うため，組合員企業は行わないこととなる。
このため，図－２では，トライアングルの実施さ
れていない部分を破線で表示している。残りの破
線の部分は，下のトライアングルでの組合員企業
から組合員企業の従業員へのインターナル・マー
ケティングであり，これは組合が一部を実施する
こともあるため，破線としている。
組合の共同受注事業における通常のサービス・
トライアングルのフレームワークを２つのトライ
アングルに拡張することによって，組合は組合員
企業のために，顧客開拓（受注）を実施すること
や，組合員企業の従業員へのインターナル・マー
ケティングの一部も実施することがあることを明
らかにしている。

２．共同購買事業におけるサービス・トライアン
グル
組合による共同購買事業とは，組合が，組合員
企業のために，外部の組織等から組合員企業が必
要とする商品や資材などを購入し，それらの商品
や資材などを組合員企業へ提供する事業である。
チャネルでは，最終の購入者のポジションに位置
するのが組合員企業となる。
この共同購買事業は，スケール・メリットを
ベースにしたバイイング・パワーにより，組合が
商品や資材などを安く仕入れ，それらの商品や資
材などを組合員企業へ安い価格で提供する事業で

図－２ 共同受注事業における拡張後のサービス・トライアングル
（出所：筆者作成）
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ある。この事業をサービス・トライアングルの視
点から分析した結果，組合が商品や資材などを組
合員企業へ安い価格で提供することにより，組合
員企業のコストが低減されるため，組合員企業の
利益の増加に間接的には貢献するが，組合員企業
の売上や利益の増加に直接貢献する事業ではなく，
サービス・トライアングルではうまく説明ができ
ない事業であることがわかった。

（１）共同購買事業における初期のサービス・ト
ライアングル
共同購買事業における初期のサービス・トライ
アングルでは，図－３のように，上に取引先，左
下に組合，右下に組合員企業を配置し，取引先か
ら組合員企業へのアプローチが①プライマリーの
エクスターナル・マーケティング，組合員企業か
ら組合へのアプローチが②共同購入要請のイン
ターナル・マーケティング，組合から取引先への
アプローチが③インタラクティブ・マーケティン
グとなる。そのインタラクティブ・マーケティン
グを受けて，取引先は組合員企業ではなく組合に
対し④商取引のアプローチを行い，取引先から組
合員企業への⑤出荷，組合員企業から組合への⑥
代金支払，組合から取引先への⑦代金支払となる。
また，組合が括弧で括られているのは，買い手で
ある組合員企業が組合を通して共同で購買を行い
たいと考えたことで，組合が存在することができ

るためである。

（２）共同購買事業におけるその後のサービス・
トライアングル
共同購買事業におけるその後のサービス・トラ
イアングルでは，図－４のように，上に取引先，
左下に組合，右下に組合員企業を配置し，取引先
から組合へのアプローチが①エクスターナル・
マーケティング，組合から組合員企業へのアプ
ローチが②注文をとるインターナル・マーケティ
ングとなる。その後は，組合から取引先への③発
注，取引先から組合員企業への④出荷，組合員企
業から組合への⑤代金支払，組合から取引先への
⑥代金支払となる。

３．共同生産・加工事業におけるサービス・トラ
イアングル
組合による共同生産・加工事業とは，個々の組
合員企業では所有できない高額・大型の機械設備
等を組合が導入し，組合員企業が必要とするもの
を生産・加工し，組合員企業へ供給する事業であ
る。これにより，原価の引き下げ，規格の統一，
品質の向上，設備や仕事の効率化などが可能にな
ると言われている。
この共同生産・加工事業は，組合員企業ではで
きないことを組合で行い，場合によってはスケー
ル・メリットもある。しかしながら，サービス・

図－３ 共同購買事業における初期のサービス・トライアングル
（出所：筆者作成）
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トライアングルの視点から分析した結果，この事
業においても，組合員企業の原価の低減や品質の
向上，利便性の向上など，組合員企業の売上や利
益の増加に間接的には貢献するが，組合員企業の
売上や利益の増加に直接貢献する事業ではなく，
サービス・トライアングルではうまく説明ができ
ない事業であることがわかった。
共同生産・加工事業におけるサービス・トライ
アングルでは，図－５のように，上に顧客，左下
に組合，右下に組合員企業を配置し，組合員企業
から顧客へのアプローチが①営業に関するエクス

ターナル・マーケティング，また，その逆の顧客
から組合員企業へのアプローチが②発注に関する
エクスターナル・マーケティングとなる。その他，
組合員企業から組合への③発注（生産・加工要請），
組合から取引先への部品などの④発注，取引先か
ら組合への⑤納品，組合での⑥生産・加工，組合
から組合員企業への⑦納品，組合員企業から顧客
への⑧納品，顧客から組合員企業への⑨代金支払，
組合員企業から組合への⑩代金支払となる。

図－４ 共同購買事業におけるその後のサービス・トライアングル
（出所：筆者作成）

図－５ 共同生産・加工事業におけるサービス・トライアングル
（出所：筆者作成）
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Ⅳ サービス・トライアングルからの分析による
組合の共同事業の考察
ここまでは，中小企業の協同組合の主な共同事
業である共同受注事業，共同購買事業，共同生産
・加工事業について，サービス・トライアングル
の考え方を用いて分析を行ってきた。この分析を
行うことによって，組合が主体となって外部の顧
客へアプローチを行い，組合員企業の売上や利益
に直接的な貢献をする事業と，組合員企業の費用
の低減や利便性の向上，効率化など，組合員企業
にとってメリットはあるが，組合員企業の売上や
利益に間接的な貢献をするものであり，直接的な
貢献まではしていない事業があることが明らかと
なった。
共同受注事業では，組合が外部の顧客から業務
を受注し，その業務を組合員企業へ配分する（組
合員企業に任せる）やり方を行っているため，組
合員企業へ配分した（組合員企業に任せた）業務
に関する代金は，組合から組合員企業へ支払われ
ることとなる。このため，共同受注事業は，組合
員企業の売上や利益に直接的な貢献をする事業で
あると言える。
これに対し，共同購買事業では，組合が，組合
員企業のために，外部の組織等から組合員企業の
必要とする商品や資材などを購入し，それらの商
品や資材などを組合員企業へ提供するため，ス
ケール・メリットをベースにしたバイイング・パ
ワーにより，組合が商品や資材などを安く仕入れ，
それらの商品や資材などを組合員企業へ安い価格
で提供することにより，組合員企業にとっては費
用を低減させることができるメリットはある。し
かしながら，共同購買事業は組合員企業の売上や
利益に間接的な貢献をする事業であり，直接的な
貢献をする事業であるとまでは言えない。
さらに，共同生産・加工事業では，個々の組合
員企業では所有できない高額・大型の機械設備等
を組合が導入し，組合員企業が必要とするものを
生産・加工し，組合員企業に供給するため，組合
員企業にとっては利便性の向上や効率化などのメ
リットはある。加えて，共同で行うことにより，
場合によってはスケール・メリットもある。しか
しながら，共同生産・加工事業も組合員企業の売
上や利益に間接的な貢献をする事業であり，組合

員企業の売上や利益に直接的な貢献をする事業で
あるとまでは言えない。
組合をその存在意義の視点から見ると，組合は
組合員企業のために存在しているのであり，特に
組合が行う事業については，中小企業等協同組合
法第５条第２項にも，組合の事業は組合員企業に
直接の奉仕をすることを目的とする旨が記載され
ている。このようなことから，組合の事業の本質
は，組合員企業の売上や利益に直接的な貢献をす
ることであり，その本質が具現化された事業が共
同受注事業であると考える。

Ⅴ 結論と今後の方向性
本研究では，中小企業の協同組合における共同
事業に関し，サービス・トライアングルの視点か
ら分析を行った。ここでは，結論として，そのサー
ビス・トライアングルの視点から行った研究の貢
献及び限界，さらには今後の方向性について述べ
ていくこととする。
まず，本研究の理論的貢献であるが，マーケティ

ングの視点，特にサービス・トライアングルの視
点から組合の共同事業を考察することにより，組
合の事業の本質は，組合員企業の売上や利益に直
接的な貢献をすることであり，その本質が具現化
された事業が共同受注事業であることを明らかに
したことである。次に，本研究の実務的貢献であ
るが，本研究で明らかとなった，組合の共同事業
の本質である共同受注事業の実施を組合において
促進していくことにより，組合員企業の売上や利
益の向上とそれに伴う組合の成長や発展に寄与す
る可能性を示したことである。
本研究の限界であるが，１つ目は，対象となる
組合の共同事業に関することである。本研究では
組合の主な共同事業を対象にした。しかしながら，
組合の事業は組合員企業のためになる事業であれ
ば，独自の事業を構築し，実施していくことも可
能である。このため，あまり知られていないが，
組合において独自に構築した事業も存在する可能
性がある。そのような組合の独自の事業について
も調査し，対象としていくことは重要である。限
界の２つ目は，対象となる組織の範囲に関するこ
とである。本研究では，中小企業の協同組合（事
業協同組合）を対象とした。しかしながら，一般
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に中小企業組合と言われている組合には，商業組
合や工業組合，協業組合などの組合も存在してい
る。そのような組合の共同事業についても研究し
ていくことは重要である。
今後の方向性としては，中小企業の協同組合を
始めとする中小企業組合だけでなく，企業が合同
で作り上げた組織，例えばジョイント・ベン
チャーのような組織における事業に関する研究や，
中小企業の協同組合の共同事業を分析するための
他の方法などについても研究していきたいと考え
る。
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